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28年度税　目 29年度 30年度町税決算額の推移
13億8,360万円

9億4,275万円

28億4,081万円

2億3,609万円

54億326万円

14億3,588万円

7億1,754万円

28億9,002万円

2億2,917万円

52億7,261万円

14億4,677万円

10億130万円

29億2,768万円

2億1,960万円

55億9,535万円

個人町民税
法人町民税
固定資産税
その他
合　計

町税決算額、基金、地方債（借入額）現在高の推移
　一般会計では、町税収入は前年度に比べて2億
9,464万円の増加となりました。法人町民税の増収が
主な要因です。
　また基金では明日のまちづくり基金や電子機器整備
基金などの繰り入れにより全体では、1億6,790万円
の減額となっています。
　そして、地方債現在高は、一般会計と公共下水道事
業特別会計で合わせて、前年度に比べて3億1,953万
円減少し、55億8,209万円となっています。

会　計 歳入決算額 歳出決算額 差引額

一般会計

合　計

特別会計
国際交流事業
国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険
公共下水道事業
農業集落家庭排水事業
土地取得
社本育英事業

会計別歳入歳出決算額

90億2,873万円

46億3,539万円

509万円

20億7,219万円

2億7,827万円

11億1,743万円

10億3,047万円

2,742万円

1億334万円

118万円

136億6,412万円

87億7,687万円

45億5,366万円

509万円

20億3,831万円

2億7,812万円

10億9,859万円

10億3,047万円

2,742万円

7,448万円

118万円

133億3,053万円

2億5,186万円

8,173万円

0円

3,388万円

15万円

1,884万円

0円

0円

2,886万円

0円

3億3,359万円

28年度会　計 29年度 30年度

27億5,392万円

34億2,301万円

61億7,693万円

26億4,773万円

32億5,389万円

59億162万円

24億8,287万円

30億9,922万円

55億8,209万円

一般会計
公共下水道事業特別会計
合　計

※合計の差引額には、令和元年度へ繰り越した事業の財源（一般会計6,829万円、土地取得特別会計2,886万円）が含まれています。

28年度基金名 29年度 30年度基金現在高の推移
財政調整基金
ふるさとづくり基金
学校施設整備事業基金
明日のまちづくり基金
その他の基金
合　計

27億1,386万円

4,982万円

5,738万円

9億4,356万円

9億5,629万円

47億2,091万円

28億2,815万円

5,321万円

5,738万円

9億9,421万円

9億3,907万円

48億7,201万円

28億9,672万円

5,471万円

5,739万円

8億8,962万円

8億567万円

47億411万円

　平成30年度決算額は、一般会計と特別会計を合わせて、
歳入が136億6,412万円、歳出が133億3,053万円となり
ました。会計毎の歳入歳出決算額は、次の表のとおりです。

地方債

◆

平成29年度の

について報告します

決算状況
平成30年度の

について報告します

決算状況
平成30年度の

について報告します

決算状況
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歳出決算額

総務費

商工費

消防費

教育費

さつきケ丘防災センター建設工事実施による増加

総合住民情報システム再構築委託による増加

新設した電算機器整備基金への積立による増加

町内企業再投資促進補助金による増加

防災行政用無線戸別受信機購入による増加

南小学校（プールおよび外溝）工事完了による減少

8,994万円

5,198万円

4,000万円

2億1,193万円

9,451万円

△３億1,744万円

主な要因（増減率が大きい科目）

町税

各種交付金等

地方交付税

国庫支出金

繰入金

諸収入等

法人町民税の増加

株式等譲渡所得割交付金の増加

特別交付税の減少

地域の元気臨時交付金による増加

学校施設整備事業基金繰入金の減少

繰越金の増加

1億4,798万円

2,987万円

▲ 2,332万円

4,783万円

▲ 2億9,000万円

1億5,953万円

主な要因（増減率が大きい科目）

55億9,535万円

9,043万円

7億2,120万円

2,695万円

2,866万円

1億5,944万円

5億9,434万円

4億5,517万円

4億5,434万円

9億285万円

0円

90億2,873万円

52億7,261万円

8,948万円

7億822万円

2,679万円

2,867万円

1億5,048万円

5億9,369万円

4億1,542万円

4,016万円

5億7,251万円

1億円

79億9,803万円

3億2,274万円

95万円

1,298万円

16万円

▲ 1万円

896万円

65万円

3,975万円

4億1,418万円

3億3,034万円

▲ 1億円

10億3,070万円

 6.1

1.1

1.8

0.6

0.0

6.0

0.1

9.6

1031.3

57.7

皆減

12.9

科　目 30年度 29年度 増減額 増減率

平成28年度 決算状況 平成30年度 決算状況平成30年度 決算状況

平成30年度決算の健全化判断比率と資金不足比率
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき財政の健全性に関する比率の「健全化判断比率」及び「資金
不足比率」を公表します。
　大口町の平成30年度決算の健全化判断比率と資金不足比率は、下記のとおりすべて基準を下回り、財政健全化法
においては、健全な状況であるといえます。
今後もこの状況を維持するため引き続き堅実な財政運営に努めていきます。

健全化判断比率等の公表

◎各指標（健全化判断比率と資金不足比率）
公共下水道事業特別会計

大口町の指標 経営健全化基準

健全化判断比率

資金不足比率

用語説明

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

14.44％

19.44％

25％

350％

20％

30％

35％0.8％

大口町の指標 早期健全化基準 財政再生基準

農業集落家庭排水事業特別会計

20％

20％

実質赤字比率と連結実質赤字比率については、一般会計等、公営企業会計ともに赤字ではなかったために「－」
となっています。
将来負担比率は、将来負担しなければならない実質的な負債額が、収入が見込める額と貯蓄額よりも少ないため、
「－」となっています。

※各会計とも資金不足額がないために「－」となっています。

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき財政の健全性
に関する比率の「健全化判断比率」及び「資金不足比率」を公表します。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）
財政健全化法は、従来の市町村財政の健全性を確保するためにあった

「財政再建法（地方財政再建促進特別措置法）」の問題点を解決するため、
平成19年6月に公布された法律です。この法律によって「健全化判断比率」
と「資金不足比率」の各指標を前年度決算から算定することになりまし
た。この法律は、「自治体財政の早期健全化および財政の再生並びに公
営企業の経営の健全化」を目的としており、以下の特徴を持っています。

以上のように、毎年、前年度の決算をもとに算定した市町村全体の将
来的な負担を含めた財政状況を把握し数値を公表することで、財政破綻
する前に自主的な改善努力を行い財政の健全化を図れるように制度化さ
れました。また、各指標がひとつでも上記①の基準以上となった場合は、
財政健全化計画または財政再生計画（資金不足比率を上回った場合は、
経営健全化計画）を定めることが義務付けられています。

この法律により算定することとなった健全化判断比率には、悪化した
財政状況を早期に健全化するため、イエローカードである「早期健全
化基準」とレッドカードである「財政再生基準」という目安を設けて
います。また、公営企業会計（※1）については、資金不足比率に対し
て「経営健全化基準」を設けています。
実質赤字（※2）の表示だけでなく、負債（借金）などの将来的な負担
についても考慮しています。
一般会計等（※3）だけでなく、公営企業会計、土地開発公社、第三セ
クターなども含めた市町村全体の財政状況を対象としています。
数値の計算方法の適正化や情報の開示を徹底するため、監査委員の審
査を受けた後、議会へ報告し、住民の方々に公表することになってい
ます。

①

②

③

④

　　　　　　一般会計等を対象とした実質
赤字額の標準財政規模（※4）に対する比率
　　　　　　　　全会計を対象とした実質
赤字額の標準財政規模に対する比率
　　　　　　　一般会計等が負担する元利
償還金額（※5）および準元利償還金額（※
6）の標準財政規模に対する比率
　　　　　　一般会計等が将来負担すべき
実質的な負債額（公営企業会計および一部
事務組合等（※7））の標準財政規模に対す
る比率（負債額が年収の何年分に相当する
かを示した割合）
　　　　　　公営企業会計ごとの資金不足
額の事業規模に対する比率

実質赤字比率…

連結実質赤字比率…

実質公債費比率…

将来負担比率…

資金不足比率…

福祉、教育、まちづくりなどをおこなう一般会計などの赤字の程
度を指標化し財政運営の深刻度を示すもの

すべての会計の赤字や黒字を合算し、町全体としての赤字の程度
を指標化し、町全体としての運営の深刻度を示すもの

借入金の返済額やこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰り
の危険度を示すもの

一般会計の借入金残高だけでなく、将来支払っていく可能性のあ
る負担などの現時点での残高の度合を指標化し、将来財政を圧迫
する可能性が高いかどうかを示すもの

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模
と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すもの

実質赤字比率……

連結実質赤字比率…

実質公債費比率…

将来負担比率……

資金不足比率……

歳入構成比歳入構成比

※各項目の単位未満を四捨五入をしているため、計算があわない箇所があります。

町債  1.5％諸収入等　6.6％

繰入金　4.1％

県支出金　4.8％

使用料および手数料  0.7％

分担金および負担金  1.2％

地方交付税  0.4％

国庫支出金 8.9％

各種交付金等  5.9％

地方譲与税  1.0％

町税
64.9％

歳出構成比歳出構成比

※

※

1億2,575万円

16億6,026万円

26億3,524万円

7億3,085万円

403万円

1億1,357万円

1億3,473万円

15億7,136万円

4億344万円

11億7,997万円

2,358万円

1億9,411万円

0円

87億7,687万円

1億3,011万円

11億8,002万円

26億554万円

7億2,107万円

417万円

1億2,304万円

1億274万円

12億5,120万円

4億1,434万円

8億4,185万円

0円

2億3,722万円

941万円

76億2,071万円

▲ 436万円

4億8,024万円

2,970万円

978万円

▲ 14万円

▲ 947万円

3,199万円

3億2,016万円

▲ 1,090万円

3億3,812万円

2,358万円

▲ 4,311万円

▲ 941万円

11億5,616万円

▲ 3.4

40.7

1.1

1.4

▲ 3.4

▲ 7.7

31.1

25.6

▲ 2.6

40.2

皆増

▲ 18.2

皆減

15.2

科　目 30年度 29年度 増減額 増減率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金 等

地 方 交 付 税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入 等

町 債

合 計

民生費
30.0％

総務費
15.7％教育費

23.1％

議会費  1.7％公債費  2.9％

消防費　5.1％

商工費　1.4％

土木費　10.5％

農業費　1.4％
労働費　0.1％

衛生費　8.1％

※各項目の単位未満を四捨五入しているため、計算が合わない箇所があります。

町税
各種交付金等
地方交付税
国庫支出金
繰入金
諸収入等

法人町民税の増加
株式等譲渡所得割交付金の増加
特別交付税の減少
地域の元気臨時交付金による増加
学校施設整備事業基金繰入金の減少
繰越金の増加

1億4,798万円
2,987万円

▲ 2,332万円
4,783万円

▲ 2億9,000万円
1億5,953万円

歳
入 

主
な
要
因

総務費

商工費
消防費
教育費

さつきケ丘防災センター建設工事実施による増加
総合住民情報システム再構築委託による増加
総合住民情報システム再構築委託による増加
町内企業再投資促進補助金による増加
防災行政用無線戸別受信機購入による増加
南小学校（プール及び外溝）工事完了による減少

8,994万円
5,198万円
4,000万円

2億1,193万円
9,451万円

▲ 3億1,744万円

歳
出 

主
な
要
因

歳入決算額
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歳出決算額

総務費

商工費

消防費

教育費

さつきケ丘防災センター建設工事実施による増加

総合住民情報システム再構築委託による増加

新設した電算機器整備基金への積立による増加

町内企業再投資促進補助金による増加

防災行政用無線戸別受信機購入による増加

南小学校（プールおよび外溝）工事完了による減少

8,994万円

5,198万円

4,000万円

2億1,193万円

9,451万円

△３億1,744万円

主な要因（増減率が大きい科目）

町税

各種交付金等

地方交付税

国庫支出金

繰入金

諸収入等

法人町民税の増加

株式等譲渡所得割交付金の増加

特別交付税の減少

地域の元気臨時交付金による増加

学校施設整備事業基金繰入金の減少

繰越金の増加

1億4,798万円

2,987万円

▲ 2,332万円

4,783万円

▲ 2億9,000万円

1億5,953万円

主な要因（増減率が大きい科目）

55億9,535万円

9,043万円

7億2,120万円

2,695万円

2,866万円

1億5,944万円

5億9,434万円

4億5,517万円

4億5,434万円

9億285万円

0円

90億2,873万円

52億7,261万円

8,948万円

7億822万円

2,679万円

2,867万円

1億5,048万円

5億9,369万円

4億1,542万円

4,016万円

5億7,251万円

1億円

79億9,803万円

3億2,274万円

95万円

1,298万円

16万円

▲ 1万円

896万円

65万円

3,975万円

4億1,418万円

3億3,034万円

▲ 1億円

10億3,070万円

 6.1

1.1

1.8

0.6

0.0

6.0

0.1

9.6

1031.3

57.7

皆減

12.9

科　目 30年度 29年度 増減額 増減率

平成28年度 決算状況 平成30年度 決算状況平成30年度 決算状況

平成30年度決算の健全化判断比率と資金不足比率
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき財政の健全性に関する比率の「健全化判断比率」及び「資金
不足比率」を公表します。
　大口町の平成30年度決算の健全化判断比率と資金不足比率は、下記のとおりすべて基準を下回り、財政健全化法
においては、健全な状況であるといえます。
今後もこの状況を維持するため引き続き堅実な財政運営に努めていきます。

健全化判断比率等の公表

◎各指標（健全化判断比率と資金不足比率）
公共下水道事業特別会計

大口町の指標 経営健全化基準

健全化判断比率

資金不足比率

用語説明

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

14.44％

19.44％

25％

350％

20％

30％

35％0.8％

大口町の指標 早期健全化基準 財政再生基準

農業集落家庭排水事業特別会計

20％

20％

実質赤字比率と連結実質赤字比率については、一般会計等、公営企業会計ともに赤字ではなかったために「－」
となっています。
将来負担比率は、将来負担しなければならない実質的な負債額が、収入が見込める額と貯蓄額よりも少ないため、
「－」となっています。

※各会計とも資金不足額がないために「－」となっています。

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき財政の健全性
に関する比率の「健全化判断比率」及び「資金不足比率」を公表します。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）
財政健全化法は、従来の市町村財政の健全性を確保するためにあった

「財政再建法（地方財政再建促進特別措置法）」の問題点を解決するため、
平成19年6月に公布された法律です。この法律によって「健全化判断比率」
と「資金不足比率」の各指標を前年度決算から算定することになりまし
た。この法律は、「自治体財政の早期健全化および財政の再生並びに公
営企業の経営の健全化」を目的としており、以下の特徴を持っています。

以上のように、毎年、前年度の決算をもとに算定した市町村全体の将
来的な負担を含めた財政状況を把握し数値を公表することで、財政破綻
する前に自主的な改善努力を行い財政の健全化を図れるように制度化さ
れました。また、各指標がひとつでも上記①の基準以上となった場合は、
財政健全化計画または財政再生計画（資金不足比率を上回った場合は、
経営健全化計画）を定めることが義務付けられています。

この法律により算定することとなった健全化判断比率には、悪化した
財政状況を早期に健全化するため、イエローカードである「早期健全
化基準」とレッドカードである「財政再生基準」という目安を設けて
います。また、公営企業会計（※1）については、資金不足比率に対し
て「経営健全化基準」を設けています。
実質赤字（※2）の表示だけでなく、負債（借金）などの将来的な負担
についても考慮しています。
一般会計等（※3）だけでなく、公営企業会計、土地開発公社、第三セ
クターなども含めた市町村全体の財政状況を対象としています。
数値の計算方法の適正化や情報の開示を徹底するため、監査委員の審
査を受けた後、議会へ報告し、住民の方々に公表することになってい
ます。

①

②

③

④

　　　　　　一般会計等を対象とした実質
赤字額の標準財政規模（※4）に対する比率
　　　　　　　　全会計を対象とした実質
赤字額の標準財政規模に対する比率
　　　　　　　一般会計等が負担する元利
償還金額（※5）および準元利償還金額（※
6）の標準財政規模に対する比率
　　　　　　一般会計等が将来負担すべき
実質的な負債額（公営企業会計および一部
事務組合等（※7））の標準財政規模に対す
る比率（負債額が年収の何年分に相当する
かを示した割合）
　　　　　　公営企業会計ごとの資金不足
額の事業規模に対する比率

実質赤字比率…

連結実質赤字比率…

実質公債費比率…

将来負担比率…

資金不足比率…

福祉、教育、まちづくりなどをおこなう一般会計などの赤字の程
度を指標化し財政運営の深刻度を示すもの

すべての会計の赤字や黒字を合算し、町全体としての赤字の程度
を指標化し、町全体としての運営の深刻度を示すもの

借入金の返済額やこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰り
の危険度を示すもの

一般会計の借入金残高だけでなく、将来支払っていく可能性のあ
る負担などの現時点での残高の度合を指標化し、将来財政を圧迫
する可能性が高いかどうかを示すもの

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模
と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すもの

実質赤字比率……

連結実質赤字比率…

実質公債費比率…

将来負担比率……

資金不足比率……

歳入構成比歳入構成比

※各項目の単位未満を四捨五入をしているため、計算があわない箇所があります。

町債  1.5％諸収入等　6.6％

繰入金　4.1％

県支出金　4.8％

使用料および手数料  0.7％

分担金および負担金  1.2％

地方交付税  0.4％

国庫支出金 8.9％

各種交付金等  5.9％

地方譲与税  1.0％

町税
64.9％

歳出構成比歳出構成比

※

※

1億2,575万円

16億6,026万円

26億3,524万円

7億3,085万円

403万円

1億1,357万円

1億3,473万円

15億7,136万円

4億344万円

11億7,997万円

2,358万円

1億9,411万円

0円

87億7,687万円

1億3,011万円

11億8,002万円

26億554万円

7億2,107万円

417万円

1億2,304万円

1億274万円

12億5,120万円

4億1,434万円

8億4,185万円

0円

2億3,722万円

941万円

76億2,071万円

▲ 436万円

4億8,024万円

2,970万円

978万円

▲ 14万円

▲ 947万円

3,199万円

3億2,016万円

▲ 1,090万円

3億3,812万円

2,358万円

▲ 4,311万円

▲ 941万円

11億5,616万円

▲ 3.4

40.7

1.1

1.4

▲ 3.4

▲ 7.7

31.1

25.6

▲ 2.6

40.2

皆増

▲ 18.2

皆減

15.2

科　目 30年度 29年度 増減額 増減率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金 等

地 方 交 付 税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入 等

町 債

合 計

民生費
30.0％

総務費
15.7％教育費

23.1％

議会費  1.7％公債費  2.9％

消防費　5.1％

商工費　1.4％

土木費　10.5％

農業費　1.4％
労働費　0.1％

衛生費　8.1％

※各項目の単位未満を四捨五入しているため、計算が合わない箇所があります。

町税
各種交付金等
地方交付税
国庫支出金
繰入金
諸収入等

法人町民税の増加
株式等譲渡所得割交付金の増加
特別交付税の減少
地域の元気臨時交付金による増加
学校施設整備事業基金繰入金の減少
繰越金の増加

1億4,798万円
2,987万円

▲ 2,332万円
4,783万円

▲ 2億9,000万円
1億5,953万円

歳
入 

主
な
要
因

総務費

商工費
消防費
教育費

さつきケ丘防災センター建設工事実施による増加
総合住民情報システム再構築委託による増加
総合住民情報システム再構築委託による増加
町内企業再投資促進補助金による増加
防災行政用無線戸別受信機購入による増加
南小学校（プール及び外溝）工事完了による減少

8,994万円
5,198万円
4,000万円

2億1,193万円
9,451万円

▲ 3億1,744万円

歳
出 

主
な
要
因

歳入決算額

問合せ先　
　政策推進課　
　蘂 95-1617


